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第４章 雇用関係の成立 

 

第１節．募集・採用 

労働契約は諾成契約であり（民 623 条、労契 6 条）、使用者による募集に対し

て労働者が応募し、使用者が選考のうえ採用するという形をとることが多い。 

使用者は、労働契約の締結に際し、労働者に対して賃金、労働時間その他の労

働条件を明示しなればならない（労基 15 条 1 項前段）。 

 

［論点 1］明示した賃金見込額よりも確定賃金額が低い場合 

企業が、求人・採用内定時に賃金見込額を明示し、入社日において賃金額を確

定することがある。この場合、求人・採用内定時に明示された賃金見込額は、確

定額ではなく見込額にすぎないのだから、それがそのまま契約内容になるわけで

はない。したがって、労働契約に基づく差額賃金そのものの請求は認められない。 

もっとも、期待的利益の侵害を理由とする不法行為（民 709 条）に基づき、差

額賃金相当分の損害賠償を請求できないか。 

労働者は、明示された見込額を水準として賃金額が確定されることを期待す

るのが通常であるから、かかる期待利益は「法律上保護される利益」であると

いえ、これに対応して使用者にはかかる期待利益を不当に侵害しないように配

慮する義務を負うと解すべきである。 

 そこで、使用者は、経営状況の逼迫等の合理的理由がないにもかかわらず、

明示した見込額の水準を大幅に下回る賃金額を確定した場合には、上記配慮義

務違反による「過失によって」上記「利益を侵害した」として、不法行為に基

づき差額分の損害賠償責任を負うと解する。 

 

［論点 2］実際の労働条件が求人広告で示されたものと異なる場合 

１．賃金請求 

実際の労働条件が求人広告で示されたものと異なる場合に、求人広告通り

の労働条件による労働契約の成立を認めることができるかが問題となる。 

（１）求人広告を申込みの意思表示と構成できるか 

労働者の債務が手段債務であることからすると、求人広告は、これによ

り労働契約の申込みを誘致し、申込者との間でその内容をおおよその目安

として個別交渉を行ったうえで採用の可否及び労働条件の内容を決定する

趣旨のものであると解される。そうすると、求人広告は、原則として申込

みの誘引にすぎず、これをもって個別的な労働契約の申込みの意思表示と

みることはできず、またそれゆえに、求人広告の内容が当然に労働契約の

内容となるものではない。 

さらに、求人広告記載の具体例に当該労働者が該当しない場合には、尚

更、当該労働者を対象として労働条件を求人広告記載のものとする旨の表

示があったとみることはできない（ex求人広告の記載が2016年新卒者を対

象としているが、当該労働者が2015年新卒者であったという場合）。 
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したがって、求人広告を、当該記載による労働条件による労働契約の申

込みの意思表示と構成することはできない。 

（２）採用面接時・会社説明会の際の説明 

求人広告を労働契約の申込みの意思表示と構成することができない場合

には、採用面接時・会社説明会の際の説明により、説明通りの労働条件に

よる労働契約の成立を認めることができるかが問題となり得る。 

例えば、人事担当者が採用面接及び会社説明会において、当該労働者に

対し説明して給与に関する説明を行ったという場合であっても、それが抽

象的な説明にとどまり、当該労働者の給与の具体的な額又は格付けを確定

するに足りる明確な意思表示があったものと認めることもできないのであ

れば、説明通りの労働条件による労働契約の成立を認めることはできない。 

 

２．損害賠償請求 

  求人広告通りの労働条件による労働契約の成立が認められない場合には、

不法行為に基づく損害賠償請求（民 709 条、710 条）を検討することになる。 

（１）「法律上保護される利益」 

労基法 15 条 1 項の趣旨は、労働者が予期に反する悪条件を強いられる

ことの防止等の労働者保護にあるから、労働者は同条項に基づき労働条件

の明示を受けることのできる「法律上保護される利益」を有する。 

（２）契約締結過程における過失 

上記利益に対応して、使用者は同条項に基づき労働条件を明示すること

により労働者の誤解を是正し不測の損害を被らせないようにする労働契約

締結過程における信義則上の義務を負う。 

（３）損害賠償の範囲 

慰謝料の賠償にとどまるのが通常であろう。 

 

 

第２節．採用内定 

 

［論点 1］採用内定の法的性質 

採用内定の実態は多様であるから、採用内定の法的性質は、当該企業の当該

年度における採用内定の事実関係に即して判断するべきである。 

 

（補足 1）当てはめ 

当該企業の当該年度における採用内定の事実関係に即して、採用内定の時点

で、労使間において労働契約締結の確定的意思表示の合致があったといえるの

であれば、労働契約の成立が認められる。 

そして、通常の新卒者の内定の場合は、内定通知以外に労働契約締結の意思

表示は予定されていないから、企業の募集（契約の申込みの誘引）に対する応

募は労働契約の申込みであり、これに対する内定通知は申込みに対する承諾で
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あって、内定通知と誓約書提出により労働契約締結の確定的意思表示の合致が

あったとして解約権を留保した労働契約が成立する。 

 

（補足 2）判例・裁判例 

 大日本印刷事件は、採用内定の事案において、下記の事実関係に着目し、就

労の始期を大学卒業後とし、誓約書記載の採用内定取消事由に基づく解約権を

留保した就労始期付解約権留保付労働契約の成立を認めた。 

①入社誓約書の提出 

②原告は、「2 社制限・先決優先主義」の方針に従い、他社の応募は辞退し、

内定を受けていた会社の指示に基づき近況報告書を作成・送付していた 

③本件採用内定通知のほかに労働契約締結のための特段の意思表示をする

ことは予定されていなかった 

 コーセーアールイー事件は、採用内々定の事案において、下記の事実関係に

着目し、「本件内々定は、…正式な内定とは明らかにその性質を異にするもので

あって、正式な内定までの間、企業が新卒者をできるだけ囲い込んで、他の企

業に流れることを防ごうとする事実上の活動の域を出るものではない…。X ら

も、そのこと自体は十分に認識していたのである」との理由から、就労始期付

解約権留保付労働契約の成立を否定した。 

①入社誓約書の提出はなく、提出された入社承諾書は入社誓約や企業側の解

約権留保を認める内容ではない 

②平成 19 年までの就職活動（平成 20 年 4 月入社）では、複数の企業から

内々定のみならず内定を得る新卒者も存在し、平成 20 年の就職活動（平

成 21 年 4 月入社）でも、当初は前年度と同様の状況であり、X を含めて

内々定を受けながら就職活動を継続している新卒者も少なくなかった 

③Y 社は、平成 20 年 10 年 1 日付けで正式内定を行うことを前提として、Y

社の人事担当者名で本件内々定通知をしたものであるところ、内々定後に

具体的労働条件の提示・確認や入社に向けた手続等は行われていない 

④本件採用内々定当時、本件内々定通知を発した人事担当者が労働契約の締

結権限を有していたことを裏付けるべき事情が見当たらない 

 

［論点 2］採用内定の取消し（１）労働契約が成立している場合 

労働者の適格性の調査期間を企業に認めるという採用内定の趣旨・目的に照

らし、採用内定取消しは、㋐採用内定当時知ることが期待できない事実があり、

㋑それを理由に採用内定を取り消すことに客観的合理的理由と社会通念上の相

当性があるといえる場合でない限り、解雇権濫用（労契法 16 条）により無効で

あると解する。 

 

［論点 3］採用内定の取消し（２）労働契約が成立していない場合 

採用内定により労働契約が成立していない場合には、当該会社に対する不法行

為責任を追及することが考えられる（採用内々定の場合も同様である。）。 
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１．「法律上保護される利益」 

労働契約が確実に締結されるであろうという期待が法的保護に値する程

度に高まっていたといえる場合には、この期待的利益が「法律上保護される

利益」として認められ、内定取消しはそれを「侵害」することになる。 

 

２．契約締結過程における過失 

  上記期待に対応して、使用者は、契約締結過程における信義則に基づき、

当該労働者が内定取消しによって受ける不利益を可能な限り少なくする方

途を講じる義務を負う。 

  これを怠った場合には、上記義務違反による「過失」が認められる。 

 

３．損害賠償の範囲 

  精神的損害を塡補するための慰謝料にとどまるのが通常である。 

  もっとも、内定取消しがなければ現実に業務に従事して得られたであろう

逸失利益（賃金相当額）についても、内定取消しとの相当因果関係が認めら

れるのであれば、賠償範囲に含めることができる。 

 

［論点 4］採用内定中の法律関係 

採用内定により労働契約が成立しても、現実の入社までは就労は行われないの

が通常であるため、内定の法的性質と関連して採用内定者の地位についてどのよ

うに考えるべきかが問題となる。 

以下では、入社前研修に関する合意が成立している場合における入社前研修義

務の有無及びその免除の要否について取り上げる。 

確かに、就労始期付労働契約においては、入社前は労働契約の効力が発生し

ないのだから、内定者に労働契約上の義務を課すことはできない。 

しかし、契約自由の原則のもと、内定者・使用者間の合意によって入社前の

研修等の義務を発生させることができる。 

もっとも、この場合でも、入社前には労働契約の効力が発生していないこと

からすれば、入社前研修はあくまでも内定者の任意の同意によって行われるべ

きだから、使用者としては、入社前研修と学業の両立が困難である場合には入

社前研修を免除するべき信義則上の義務を負う（労契法 3 条 4 項）と解すべき

である。 

 

 

第３節．試用期間 

 入社後に労働者の職務能力・適格性を判断する目的で労働契約に期間が設けら

れることがある。 

［論点 1］試用の意味 

試用については、試用労働関係を本採用後の労働関係とは別個の特別の契約関

係として把握するか、それとも本採用後の労働関係と同質の労働契約関係ではあ

 

 

 

 

 

 

義務内容は、取消通知以前の早い段

階で、担当者等を通じて当該労働者

に対して内定取消しの可能性があ

る旨を伝えるなどすることである。 
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第７章 賃金 

 

第１節．賃金の意義 

労基法上の「賃金」の要件は、①支払主体が「使用者」であること、②「労働

の対償」として支払われるものであることである（労基 11 条）。 

②については、労働基準法上、使用者が労働契約に基づいて支払義務を負うも

のを一律に「労働の対償」として賃金に当たると解されている。 

例えば、賞与・退職金については、支給するか否か・いかなる基準で支給する

かが使用者の裁量に委ねられている場合には賃金ではないが、労働協約や就業規

則により支給要件が明定されている場合には、使用者の裁量が縮減し、使用者が

支払義務を負うこととなることにより、任意的・恩恵的給付としての性格が弱く

なるから、「労働の対償」として賃金に当たる。 

 

１．賞与（一時金） 

賞与の額は、基本給にその時々の経済状況で決まる支給率（何ヶ月分）を乗

じ、さらに支給対象期間の出勤率及び成績係数を乗じて算定するというのが典

型である。このような賞与は、基本的には支給対象期間の勤務に対応する賃金

の後払的性格を有する。 

そのほかに、労働者の貢献に対する功労報償、インセンティブの付与（将来

の貢献への期待）といった側面も有する。 

［論点 1］支給日在籍要件  

支給日における従業員としての会社在籍を賞与の支給要件とする就業規則等

の規定の有効性が問題となる。 

例えば、Y 社は、支給日における従業員としての会社在籍を賞与の支給要件

とする就業規則の定めに従い、定年退職により平成 29 年冬期賞与の支給日に

在籍していなかったXに対して同年冬期賞与を支給しなかったという事案につ

いては、以下の流れで処理する。 

１．労働契約上当然に賞与請求権が発生するわけではないから、賞与請求権の

直接の発生根拠は労働契約上の合意に求められる。 

Y 社の就業規則における冬期賞与の定めにより、冬期賞与の支給が X・Y

社間の労働契約の内容となっている（労契 7 条本文）。 

そこで、X は、Y 社に対し、上記労働契約に基づき平成 29 年冬期賞与の

支払請求をすることが考えられる。 

２．賞与は給対象期間の勤務に対応する賃金の後払的性格も有するから、労働

協約や就業規則より支給要件が明定されている場合には、「労働の対償」性も

認められ、「賃金」（労基 11 条）に当たる。 

Y 社では賞与の支給額・支給条件・支給時期を就業規則（労契 7 条本文）

で明確に定め、これを周知しているから、X の Y 社に対する賞与請求権は、

「労働の対償」として「賃金」（労基 11 条）として保護される。 

３．では、賞与の支給日在籍要件によって賞与を不支給とすることが許される
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か。 

（１）支給日在籍要件は、賞与請求権の発生要件を定めているにすぎないから、

賃金全額払の原則（労基 24 条 1 項本文）に反しない。 

   また、賞与の任意的性格及び将来の貢献に対する期待という側面からす

れば、支給日在籍要件が常に「合理」性（労契 7 条本文）を欠くともいえ

ない。 

   もっとも、支給日在籍要件は退職の自由や職業選択の自由（憲 22 条 1

項）を制約するものであるから、その「合理」性について慎重に判断する

べきである。 

（２）X のような定年退職者は、自ら退職日を選択することができず、これを

支給日在籍要件の適用対象にしても、将来の貢献という同要件の趣旨の実

現にとって役に立たない。 

したがって、定年退職者を対象としている部分は、「合理」性を欠き、契

約内容補充効は生じない。 

４．よって、X には支給日在籍要件が適用されないから、上記請求が認められ

る。         

［論点 2］賞与の支給要件・算定基準との関係で産前産後休業期間等を欠勤扱い

とすることの可否 

産前産後休業期間（労基 65 条）・育児休業期間（育介 5 条以下）・育児のた

めの勤務時間短縮分（育介 23 条）の欠勤扱いは、権利行使に対する萎縮の防

止という均等法 9 条 3 項・育介法 10 条・育介法 23 条の 2 の趣旨にかんがみ、

これらの権利の行使を抑制し、ひいては同法がこれらの権利を保障した趣旨を

実質的に失わせるものと認められる場合には、これらの条項が禁止する「不利

益な取扱い」に当たり、違法・無効になると解すべきである。 

 

（補足） 

東朋学園事件は、①出勤率 90％以上であることを賞与の支給要件とする

90％条項の下で、産前産後休業期間（及び勤務時間短縮総時間数を 7 時間 45

分で除して得られる日数）を欠勤日数に算入する取扱いについて、㋐A当該学園

における従業員の年間総収入額に占める賞与の比重（27％～31％）が相当大き

いこと（90%条項の適用による経済的不利益の大きさ）、㋑90％という出勤率

の高さ（権利行使した場合に 90%条項により㋐の不利益が現実化する可能性の

高さ＝産前産後休業を取得し又は勤務時間短縮措置を利用を利用しただけで

90％条項に該当する可能性が高い）を理由に、①を公序違反と判断している。 

②賞与額の算定において欠勤日 1日につき 1日の基本給額相当分を控除する

定めの下で、産前産後休業期間（及び勤務時間短縮総時間数を 7 時間 45 分で

除して得られる日数）を欠勤日数に算入する取扱いについては、ノーワーク・

ノーペイ原則の範囲内での減額にとどまること（理由：A欠勤日数に応じた基本

給額相当分の減額にとどまる＋A法律上、当該不就労期間に対応する賃金請求権

を有しない）を主たる理由として、公序違反を否定している。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

A  

 

答案に書く論証では、問題となって

いる権利及びそれに対応する条文

だけ指摘する。 

 

 

 

 

 

東朋学園事件・最判 H15.12.4

（CB244） 

事件当時、均等法 9 条 3 項・育介法

10 条では解雇以外の不利益取扱い

は禁止されていなかったため、欠勤

取扱いについては公序違反により

判断せざるを得なかった。 
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２．退職金 

論文試験では、賃金後払的性格（在職中の労働への対価）を有する一方で、

功労報償的性格（長年の貢献に報いる）も有するという点が重要である。 

［論点 3］懲戒解雇を理由とする退職金支給制限規定 

例えば、Y 社の労働者 X は、懲戒解雇されたため、懲戒解雇を理由とする退

職金支給制限規定（就業規則規定）に基づき退職金を全額不支給されたという

事案で問題となる。 

１．退職金請求権の直接の発生根拠は労働契約上の合意に求められる。 

Y 社の就業規則における退職金の定めにより、退職金支給が X・Y 社間の

労働契約の内容となっている（労契 7 条本文）。 

そこで、X は、Y 社に対し、上記労働契約に基づき退職金全額の支払請求

をすることが考えられる。 

２．退職金は、賃金後払的性格を有するから、労働協約や就業規則より支給要

件が明定されている場合には、「労働の対償」性も認められ、「賃金」（労基 11

条）に当たる。 

Y 社では退職金の支給基準や要件を就業規則（労契 7 条本文）で明確に定

め、これを周知しているから、X の Y 社に対する退職金請求権は「労働の対

償」として「賃金」（労基 11 条）として保護される。 

３．では、懲戒解雇を理由とする退職金支給制限規定によって退職金を不支給

とすることが許されるか。 

上記規定は、退職金請求権の成立要件に関するものであり、具体的に発生

した退職金請求権を剥奪するものではないから、賃金全額払の原則（労基 24

条 1 項本文）に反しない。 

また、退職金の任意的性格・功労報償的性格からすれば、上記規定が直ち

に公序違反（民 90 条）になるともいえない。 

もっとも、退職金の支給制限による不利益の大きさにかんがみ、当該労働

者の永年の勤続の功労を抹消してしまうほどの重大な不信行為がある場合

に限り、上記規定が適用されると解する。 

 

（補足） 

重大な不信行為の判断では、①非違行為の性質・態様、②労働者の地位・職

種、③非違行為と業務の関係、④非違行為の報道等、⑤過去の不支給事例との

均衡、⑥労働者のこれまでの功労等を考慮する。 

 ③又は⑤では、会社に対する直接の背信行為であるかにも言及する。 

［論点 4］退職後の競業避止義務違反を理由とする退職金支給制限規定 

例えば、Y 社の労働者 X は、退職後に競業行為をしたため、退職後の競業避

止義務違反を理由とする退職金支給制限規定（就業規則規定）に基づき退職金

を全額不支給されたという事案で問題となる。 

１．退職金請求権の直接の発生根拠は労働契約上の合意に求められる。 

Y 社の就業規則における退職金の定めにより、退職金支給が X・Y 社間の

A 速修 113～117 頁 

 

 

A   

小 田 急 電 鉄 事 件 ・ 東 京 高 判

H15.12.11（百 31・CB270） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

重大な不信行為のうち、相当強度の

背信性が認められる場合には全額

不支給が認められる。相当強度の背

信性までは認められない場合であ

っても、一部不支給は認められる。 

 

 

 

 

A   

中部日本広告社事件・名古屋高判

H2.8.31（CB581） 
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労働契約の内容となっている（労契 7 条本文）。 

そこで、X は、Y 社に対し、上記労働契約に基づき退職金全額の支払請求

をすることが考えられる。 

２．退職金は、賃金後払的性格を有するから、労働協約や就業規則より支給要

件が明定されている場合には、「労働の対償」性も認められ、「賃金」（労基 11

条）に当たる。 

Y 社では退職金の支給基準や要件を就業規則（労契 7 条本文）で明確に定

め、これを周知しているから、X の Y 社に対する退職金請求権は「労働の対

償」として「賃金」（労基 11 条）として保護される。 

３．では、退職後の競業避止義務違反を理由とする退職金支給制限規定によっ

て退職金を不支給とすることが許されるか。 

上記規定は、退職金請求権の解除条件を定めたものであり、具体的に発生

した退職金請求権を剥奪するものではないから、賃金全額払の原則（労基 24

条 1 項本文）に反しない。 

もっとも、上記規定は職業選択の自由（憲 22 条 1 項）を制限するもので

あるから、無限定に適用されるべきではない。 

そこで、退職金の賃金後払的性格にかんがみ、労働の対償を失わせること

が相当であると考えられるような使用者に対する顕著な背信性がある場合

に限り、上記規定が適用されると解する。 

この判断では、①上記規定の必要性、②退職の経緯・目的、③使用者の損

害の有無・程度を考慮する。 

 

（補足） 

①は、顧客移転の類型的危険や企業秘密流出の類型的危険により基礎付けら

れる。前者は、営業活動の営業担当従業員と顧客との個人的な結びつきに対す

る依存性によって認められるのが通常である。 

競業行為の態様は、②又は③の一部として考慮する。  

 

３．企業年金 

  …略… 

 

４．年俸制 

  年俸制は、①年単位での賃金決定を行い、②労働者の成果・能力に即して（非

労働時間管理）支払う制度であり、成果主義人事が徹底された制度である。 

［論点 5］年俸制下での次年度の年俸額の決定 

成果主義である年俸制においては人事考課の公正さが必須である。 

そこで、労使間で年俸額の合意が成立しなかった場合、①就業規則上に公正

な人事考課制度が定められているときに限って使用者に最終的な年俸額決定

権が認められ、②そうした制度がなければ前年度の年俸額が新年度の年俸額に

なると解すべきである。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

事案によっては、禁止の期間・範囲

等を踏まえて職業選択の自由の自

由が構成する「公序」に違反するか

（民法 90 条）も検討する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

B 速修 117～118 頁 

 

 

B 速修 118～119 頁 

 

 

B   

日本システム開発研究所事件・東京

高判 H20.4.9（百 30） 
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第８章 不当労働行為制度 

 

第１節．総論 

労働組合法は、使用者による労働基本権侵害行為が行われた場合に、これを除

去・是正するとともに、そうした侵害行為のない対等・公正な集団的労使関係を

将来に向けて形成することを目的として、不当労働行為制度を設け、使用者によ

る一定の労働基本権侵害行為を禁止する（7 条）とともに、労働委員会（行政機

関）による特別の救済制度（27 条以下）を定めている。 

 

 

第２節．不利益取扱い（労組 7 条 1 号本文前段） 

不利益取扱いの不当労働行為の成立要件は、①不利益取扱いの禁止事由の存在、

②「不利益な取扱い」の存在、及び③「故をもって」に対応する不当労働行為意

思の存在（①の「故をもって」②が行われたこと）の 3 つである。 

不利益取扱い禁止の趣旨は、組合員個人に対する不利益取扱いが、これを通じ

て組合活動一般を制圧ないし制約するという効果を伴うことにある。 

 

［論点 1］採用拒否による「不利益な取扱い」 

使用者は採用の自由を有する（憲 22 条 1 項）し、労組法 7 条 1 号本文前段

は採用段階と採用後の段階とに区別を設けたものであると解される。 

そこで、採用拒否は、それが従前の雇用契約関係における不利益な取扱いに

ほかならないといえる特段の事情がない限り、同号の「不利益な取扱い」にあ

たらないと解する。 

 

（補足） 

上記①～③のうち②「不利益な取扱い」では、上記基準でいう「それが従前

の雇用契約関係における不利益な取扱いにほかならないといえる特段の事情」

の存否を問題とし、③不当労働行為意思では、①禁止事由の存在を認定した上

で、採用拒否が禁止事由の存在を認識し、そのことを動機として行われたもの

であるのかを問題にする。 

②では、例えば、事業の譲受会社が譲渡会社の元従業員を採用拒否した事案

では、事業譲渡による権利義務の承継は特定承継であり、譲受会社が譲渡会社

の雇用契約関係を承継するかは事業譲渡契約の内容によるから、譲渡会社間で

雇用契約関係の承継を譲受会社の専権事項とする旨の合意があるときは、譲受

会社による採用拒否が従前の雇用契約関係における取扱いであるといえるため

には、譲受会社が実質的に譲渡会社の雇用関係も承継したに等しいといえるこ

とが必要である。 

 

［論点 2］配転による「不利益な取扱い」 

特に、労働者が労働条件その他の待遇の面では有利な取扱いを受けることにな

 

 

B 速修 375 頁 

 

 

 

 

 

 

 

A 速修 376～381 頁 

 

 

 

 

 

 

A   

JR 北海道・日本貨物鉄道事件・最

判 H15.12.22（百 101・CB445） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

青山会事件・東京高判 H14.2.27

（CB443） 

 

 

 

 

 

B  

西神テトラパック事件・東京高判
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る栄転が「不利益な取扱い」に当たるのかが問題となる。 

不利益取扱い禁止の趣旨は、組合員個人に対する不利益取扱いが、これを通

じて組合活動一般を制圧ないし制約するという効果を伴うことにある。 

そこで、同前段の「不利益」性は、当該取扱いにより組合活動に支障が生じ

るかどうかという観点から判断されるべきである。 

 

［論点 3］不当労働行為の意思                         

（論証 1）不当労働行為の意思の要否及び内容 

不利益取扱いの不当労働行為の成立には、「故をもって」に対応する要件とし

て不当労働行為意思が必要である。 

ここでいう不当労働行為意思は、使用者が禁止事由を認識し、認識した禁止

事由を不利益取扱いの動機としたことを意味する。 

 

（論証 2）動機の競合 

不利益取扱いをする動機として、組合活動等のほかに、業務上の必要性など

不利益取扱いを正当化する理由が併存している場合、どのようにして不利益取

扱い意思を判断するべきか。 

組合活動等が決定的動機である必要まではなく、組合活動等がなければ不利

益取扱いがなされなかったといえれば、不利益取扱いの意思が認められると解

する。 

 

（論証 3）第三者の強要による不利益取扱い 

使用者による不利益取扱いが第三者の強要によるものである場合、使用者に

不当労働行為の意思は認められるか。 

①第三者に正当な組合活動等を理由として不利益な取扱いを求める意図があ

り、②使用者がこのような第三者の意図を認識しつつその求めに応じた場合に

は、第三者のそのような意図は使用者の意思に直結し、使用者の意思内容を形

成するから、使用者に不当労働行為意思が認められる。 

 

［論点 4］不利益取扱いの不当労働行為に該当する法律行為の有効性 

労組法 7 条は、憲法 28 条に由来し、労働者の団結権・団体行動権を保障す

るための規定である。 

そこで、労組法 7 条違反の法律行為は同条を通じて当然に無効になると解す

る。 

 

 

第３節．支配介入  

支配介入禁止の趣旨は、労働組合の自主性・独立性を確保しその団結力を維持・

確保することにある。 

 

H11.12.22（CB434） 

 

 

 

 

 

 

A   

 

 

積極的な反組合的意図ないし動機

に限定されない。 

 

B   

 

 

 

当該不利益取扱いに欠くことので

きない原因の 1 つであれば足りる

とする見解である。  

 

B   

山恵木材事件・最判 S46.6.15 

 

 

 

 

 

 

A   

医療法人新光会事件・最判 S43.4.9

（CB432） 
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１．成立要件 

支配介入の成立には、①使用者の「支配」「介入」行為と②使用者の支配介入

の意思が必要である。 

①は、労働組合の組織を弱体化する行為全般を意味する広い概念である。 

②の要否については争いがあるものの、使用者の認識とは全く無関係に行為

の結果のみから不当労働行為性を肯定することになると使用者の行為を過剰に

制限することにもなるから、支配介入の成立には、反組合的意図（又は組合弱

体化意図）を内容とする支配介入の意思も必要であると解される。 

［論点 1］組合活動の正当性と支配介入の成否の関係 

組合活動の正当性は、これを対象とした使用者の行為（例えば、組合活動を

理由とする懲戒処分など）についての支配介入の成否といかなる関係にあるか。 

組合活動の正当性と支配介入の主観的要件である反組合的意図は、両立し得

るものである。 

もっとも、組合活動の正当性は、組合活動を理由とする使用者の行為につい

ての反組合的意図の有無を推認する要素とはなる。 

 

（補足） 

例えば、組合活動を理由とする懲戒処分では、組合活動が正当性を欠くので

あれば、特に疑わしい事情のない限り、正当性を欠く組合活動による企業秩序

侵害の是正（予防）を目的としているといえ、反組合的意図が認められない。 

反対に、正当な組合活動を理由とする懲戒処分であれば、原則として、組合

活動を抑圧するという反組合的意図に基づくものであるといいやすい。 

［論点 2］支配介入行為の使用者への帰責 

責任主体としての使用者と現実の行為者とが一致しない場合に、支配介入行為

を使用者に帰責できるかが問題となる。 

（論証 1）代表取締役等の代表者・2 条但書 1 号の利益代表者 

これらの者は使用者の利益を代表する立場にあり、その行為は使用者のため

に行ったものであると推定される。 

したがって、労働組合の組合員としての行為であるとか、相手方との個人的

な関係からの行為であることが明らかであるなどの特別の事情がない限り、使

用者に帰責される。 

 

（論証 2）利益代表者に近接する職制上の地位にある者 

①2 条但書 1 号所定の利益代表者に近接する職制上の地位にある者が、②使

用者の意を体して、労働組合に対する支配介入行為を行った場合には、使用者

との間で具体的な意思連絡がなくても、当該支配介入行為をもって使用者の不

当労働行為と評価できると解する。１） 

A 速修 382～386 頁 

 

 

 

 

 

反組合的意図の有無は、間接事実を

総合して判断される。 

A   

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

B   

 

 

 

 

 

 

A   

JR 東海［新幹線・科長脱退勧奨］

事件・最判 H18.12.8（CB455） 

 

 

 
１）

 ②でいう「意を体して」は、直接行為者と経営陣等の間の意思連絡を要しない。労使関係の状況、行為の

時期、行為の内容・職務上の地位の利用の有無からみて、直接行為者が使用者の意向に沿って上司としての

立場で当該行為に及んだことが窺われるのであれば、当該行為が（専らないし主として）別組合員としての

立場又は個人的立場からなされたといえる特段の事情がない限り、「意を体して」が認められる。 
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（論証 3）より下位の職制 

使用者との間に具体的な意思連絡（積極的指示、通謀、黙認等）がある場合

に限り、使用者に帰責される。 

 

（論証 4）一般社員・別組合の組合員・企業外の第三者 

使用者との間に具体的な意思連絡（積極的指示、通謀、黙認等）がある場合

に限り、使用者に帰責される。 

 

２．使用者の言論の自由・施設管理権との関係 

［論点 1］組合に対する使用者の意見表明 

使用者の言論の自由（憲 21 条 1 項）も、憲法 28 条の団結権を侵害してはな

らないという制約を受ける。 

 そこで、組合に対する使用者の言論は、以下の事情を総合考慮して、当該言

論が組合に対し威嚇的効果を与え、組合の組織運営に影響を及ぼすような場合

には、「支配」「介入」行為に当たると解する。  

①言論の内容 

②発表の手段・方法 

③発表の時期 

④発表者の地位・身分 

⑤言論発表の与える影響 

［論点 2］職場集会に対する警告 

職場集会に対する警告は、「不利益な取扱い」（7 条 1 号本文前段）にはあたら

ない。そこで、支配介入の成否が問題となる。 

例えば、A 病院が勤務時間中に病院内の一室で職場集会が開催されたことに対

して｢警告書並びに通告書」を交付したという事案で問題となる。 

企業施設を利用した組合活動は使用者の施設管理権と衝突するから、①使用

者の許諾がない場合には、②許諾をしないことが使用者の施設管理権の濫用で

あると認められるような特段の事情のない限り、使用者がこれに対して警告を

することには支配介入は成立しない。 

 

（補足） 

・従来、使用者が職場集会について何ら注意をしたことがなかったとしても、

それをもって直ちに使用者が労働時間中の企業施設を利用して職場集会を開

くことにつき黙示の許諾をしていたということはできない。 

・組合活動のために企業施設を利用する必要性が大きいからといって、そのこ

と故に企業秩序への影響が緩和されるわけではないから、特段の事情の判断

に際し利用の必要性を強調するべきではない。 

B   

 

 

 

B   

 

 

 

A 速修 386～391 頁 

A  

プリマハム事件・最判 S57.9.10

（CB468） 

 

 

 

 

 

 

 

 

A   

済生会中央病院事件・最判 H

元.12.11（CB459） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
②でいう「使用者の意」とは、具体的な支配介入行為の意欲ないし願望である必要はなく、当該組合に対

する使用者の好悪の意向で足りる。つまり、対立関係にある複数組合のうち労使協調路線をとる一方組合の

方を好ましい（組織を拡大した方がよい）と思い、他方組合を好ましくない（組織を縮小した方がよい）と

思う意向で足りる。 
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